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労働者派遣法に基づく是正指導後の労働者の雇用状況 

～違反の是正後も９割超の労働者の雇用が維持されています～ 
 
 
厚生労働省では、このほど、労働者派遣法に違反し是正指導を行った事案の中で、
労働者の雇用に影響を及ぼすと考えられるものについて、是正後の雇用状況を取りま
とめましたので公表します。 
対象としたのは、「派遣受入期間制限違反」および「偽装請負」のうち平成 21 年度
に是正が完了したもの（別紙１）、また「専門 26 業務派遣適正化プラン」に基づき平
成 22 年３月から４月に指導したもの（別紙２）で、いずれの調査対象でも、９割を超
す労働者が解雇などの問題が起きることなく雇用維持されていることが分かりました。 
 
派遣労働の問題については、都道府県労働局が労働者派遣法に基づいて指導監督を
行っており、法律に違反する事案を発見した場合には、速やかに是正を図るよう指導
しています。 
厚生労働省では、違法な労働者派遣に関して、違法状態を是正させるだけでなく、
是正に伴って労働者が解雇されてしまわないことを重視しています。このため、指導
監督の時点で違法派遣の状態であった労働者を、派遣先でそのまま直接雇用すること
を推奨するなど、雇用の安定を図るための措置（※）を講じるよう指導しています。 
詳細は別紙をご参照ください。 
 
※具体的な「措置」としては、 

①適正な請負の状態に是正、②適正な派遣の状態に是正、③派遣先における直接雇用 

   などの方法が考えられる。 
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労働者派遣法に基づく是正指導後の労働者の雇用状況 
 

１ 労働者派遣法に定める派遣受入期間（原則１年、最長３年）の制限を超えた違反 
○対象 

労働者派遣法に定める派遣受入期間（原則１年、最長３年）の制限を超えた違反に対して、文

書により是正指導を実施したもののうち、平成２１年４月から平成２２年３月に是正が完了したも

の。（※派遣先：法第４０条の２、派遣元事業主：法第３５条の２第１項違反に限る） 

   派遣元事業主（労働者派遣契約） 労働者数 ９，６７８人（２５５件） 

 

○是正完了時の状況（平成 21 年４月～平成 22 年３月に是正完了） 

 

  適正な請負にして継続        ８００人   ８．３％ 

  適正な派遣にして継続      １，３４７人  １３．９％ 

他の請負又は派遣に移行        ３２０人   ３．３％ 

  派遣先へ直接雇用        ６，３７５人  ６５．９％ 

  （うち雇用期間の定めなし）     （２８人） 

  関係企業等へ就職          ２３７人   ２．４％ 

  離職したもの            ５９９人   ６．２％ 

２ 偽装請負 
○対象 

偽装請負（請負契約と称して実態は労働者派遣である違反）に対して、文書により是正指

導を実施したもののうち、平成２１年４月から平成２２年３月に是正が完了したもの。 

   請負事業主（請負契約）     労働者数 ５，５１５人（２７８件） 

 

○是正完了時の状況（平成 21 年４月～平成 22 年３月に是正完了） 

    

    適正な請負にして継続      ４，００３人  ７２．６％ 

    適正な派遣にして継続        ３０７人   ５．６％ 

    他の請負又は派遣に移行        ７５人   １．４％  

    発注者で直接雇用          ７９６人  １４．４％ 

    （うち雇用期間の定めなし）    （１１８人） 

    関係企業等への就職          ５８人   １．１％ 

    離職したもの            ２７６人   ５．０％ 

 

 

９３．８％が 

雇用維持 

９５．０％が 

雇用維持 

別紙１ 



専門 26 業務派遣適正化プランにおける 
是正指導後の労働者の雇用状況 

 

○対象 
専門２６業務派遣適正化プランにより３月及び４月に集中的に行った指導監督の結果、
是正指導された事業主においてその対象となった派遣労働者 

   対象となる派遣労働者数 ８２７人（２２７件） 

 

○是正完了時の状況 

 

    適正な派遣（専門 26 業務）として継続 

       ４３０人  ５２．０％ 

    適正な派遣（期間制限のある業務）として継続    

１５９人  １９．２％ 

    派遣先で直接雇用            １７５人  ２１．２％ 

     （うち雇用期間の定めなし）     １０人   １．２％ 

    適正な請負等による雇用の維持      １８人   ２．２％ 

    他企業等へ就職（他社への派遣を含む）  ２５人   ３．０％ 

    離職（自己都合、期間満了）       ２０人   ２．４％ 

 

※「専門２６業務派遣適正化プラン」（平成２２年２月８日公表） 

派遣可能期間の制限を免れることを目的として、契約上は専門２６業務と称しつつ、実態的

には業務の解釈を歪曲したり、拡大したりして、専門性がない専門２６業務以外の業務を行っ

ている事案が散見されている。 

 このため、都道府県労働局において、３月及び４月を集中的な期間と定め指導監督を行うと

ともに、専門２６業務の適正な運用について関係団体に対して要請した。 

この結果、３月及び４月については、指導監督８９１件のうち違反があったとして２２７件

文書指導を行ったところである。なお、５月以降も専門２６業務については重点的に指導監督

を実施することとしている。 

別紙１ 別紙２ 

９７．６％が 

雇用維持 



期間制限を免れるために専門 26 業務と称した 
違法派遣への厳正な対応 

（専門 26 業務派遣適正化プラン） 
※専門 26 業務派遣適正化プランは、平成 22 年 2 月 8日公表 

 

１ 趣旨 

派遣可能期間の制限を免れることを目的として、契約上は専門 26 業

務と称しつつ、実態的には専門 26 業務の解釈を歪曲したり、拡大したり

して、専門性がない専門 26 業務以外の業務を行っている事案が散見さ

れている。 
このため、都道府県労働局において、3 月及び 4 月を集中的な期間と

する専門 26 業務の派遣適正化のための指導監督を行うとともに、専門

26 業務の適正な運用について関係団体に対して要請。 
 
 

２ 集中的な指導監督の実施（平成 22 年 4 月末日現在）  
【集中的な指導監督期間・・平成 22 年 3 月及び 4 月】  

(1)個別指導監督件数            ８９１件 

うち文書指導件数         ２２７件 
 

(2) 行政処分件数                ４件（全て改善命令） 
 
  
３ 関係団体への要請 
 【実施時期・・2 月 8 日（ﾌﾟﾗﾝ公表日）～4 月末日】   

派遣元事業主の団体、派遣先となりうる経済団体、事業主の団体等

に対し、訪問等により実施。 
   要請実施数               ２，２３４件 

うち厚生労働本省実施分         １４６件 



専門２６業務について 
 

  (1)ソフトウェア開発関係 

 (2)機械設計関係 

 (3)放送機器操作関係 

(4)放送番組等の制作関係 

(5)事務用機器操作関係 

(6)通訳、翻訳、速記関係 

(7)秘書関係 

(8)ファイリング関係 

(9)調査関係 

(10)財務関係 

(11)貿易関係     

(12)デモンストレーション関係 

(13)添乗関係 

(14)建築物清掃関係 

(15)建築設備運転等関係 

(16)受付・案内、駐車場管理等関係 

(17)研究開発関係 

(18)事業の実施体制の企画、立案関係 

(19)書籍等の制作・編集関係 

(20)広告デザイン関係 

(21)インテリアコーディネータ関係 

(22)アナウンサー関係 

(23)ＯＡインストラクション関係 

(24)テレマーケティングの営業関係 

（25 セールスエンジニアの営業、金融商品の営業関係 

 (26)放送番組等における大道具・小道具関係 


